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概要 

大学の業務 DX において業務フローを根本的に最適化するためには，散逸する「データ」

や「文書」といった「機関内情報の流通」を再考する必要がある．これらを「法人文書」

という枠組みで捉えその現状と課題を整理したうえで，解決の方向性として「大学法人デ

ータ管理」を構想した．要点は「ライセンスの明示／ワンストップ／ワンスオンリー」に

あり，これらを DX の文脈において推進することにより「構成員の事務作業の抜本的削減」

や「教育・研究・運営業務における快適なリモート作業」の実現性が高まると考える． 

 

1  はじめに 

1.1 背景 

学術機関や大学法人において DX の取り組み

が多く報告されている．教育・研究を始め業務

（事務業務）や大学運営に関する試行および成

果の共有が盛んである．いま，特に大学事務組

織における業務 DX に関して，業務フローを根

本的に再設計・最適化することを考えたとき，

機関内で散逸する「データ」や「文書」を含む

「機関内情報流通」を再考する必要があるが，

乱立するシステムや組織の縦割り等の構造的な

問題により，着実な進め方が明らかとは言い難

い．筆者はこれまでに機関内流通情報に関して

その「生産レベルの区分」や「プロセスごとの

粒度」といった「情報流通パターン」（図１），

および最小単位に対する「メタデータ規格」に

ついて検討してきた[1][2]．本研究では，機関内で

流通する各情報・文書・データが各機関の「法

人文書管理規程」に規制を受けていることに着

目し，その課題を明らかにするとともに，機関

内で流通する情報を資産として十全に活用でき

るような環境を目指して，研究データ管理の手

法を参考にしつつ，法人文書管理の転換の方向

性として「大学法人データ管理」を提起するこ

とを企図した． 

 

 
 

図１ 情報流通パターンに対するツールと粒度の例 



2  法人文書と課題 

2.1 ライセンス：定義と権限 

国立大学法人において，機関内流通情報と法

人文書はほぼ同義である．法人文書は公文書管

理法の規定範囲にあり[3]，本研究では「国立大

学法人北海道大学法人文書管理規程」を参考と

する[4]．同規程における定義は「本学の職員が

職務上作成し，又は取得した文書であって，本

学の職員が組織的に用いるものとして，本学が

保有しているものをいう」となっており，文書

番号が付与されたものや決裁文書，および法人

文書ファイルを指すのみならず，メールやドキ

ュメントファイル等の電子データを含む一方で，

その作成・取得・保有目的は「組織的に用いる」

として曖昧に扱われている．また文書管理者を

所属・職位と関連付けて定めているが，運用上

ライセンス不在であり，管理責任の範囲内で情

報生産・利用を留め置く「管理と利用の混同」

を引き起こし，データが分散する「サイロ化」

の一因となっていると考えられる． 

 

2.2 ワンストップ：格納場所と記録形式 

2.1 で述べたように法人文書の格納場所は運

用上，法人文書ファイルの「物理的所在」ある

いは業務システムや部署共有ストレージ等の

「データ置き場」となっており，これらへの物

理的・電子的アクセスを制限することで機関全

体としての再利用を妨げている．サイロ化の第

二の原因は記録形式で，フローの経過において

紙媒体で扱う例もさることながら，Word・

Excel・PDF といった単一の電子ファイル形式も

情報の流動性を低下させている．機関内の情報

流通という限定された範囲においてではあるも

のの，データ共有の考え方である「FAIR 原則」
[5]を考慮すると単一ファイルへの変換はフロー

のエンドポイントにおける処理が相応しく，筆

者が 2020 年に提起した情報生産レベル

「Discussion／Authorize／Decision／Archive」の

第二段階Authorizeから第三段階Decisionまでは

ワンストップにデータで保有することでサイロ

化を脱することが期待される． 

 

2.3 ワンスオンリー：基盤データと流通 

情報生産の四区分以前に統制語彙として参照

されるべき「基盤的なデータ」も，各業務シス

テム内に格納され連携のためにはファイル入出

力操作が必要である等の状態にあり，これもま

たサイロ化の一種といえる．ここで言う基盤的

なデータとは「財源データ／学生および教職員

の名簿データ／職位や所属を示す組織図デー

タ」である．また管理責任の範囲内において，

業務で参照される法人文書の一部を「ナレッジ」

データと考えて差し支えなく，本研究ではこれ

を第四の基盤データセットとして扱う． 

流通情報のライフサイクルを模式的に表すと

図２のようになる．データサイロ化の課題は，

入力されたデータが次の生産レベルに機械的に

移行可能な「ワンスオンリー」の実現，および

レベル間で相互に参照可能であるために識別子

の付与を含む一定の「構造化」の実現を目指す

ための命題と解釈できる． 

 

2.4 データマネジメントレコード 

研究データ管理計画（Data Management Plan：

DMP）を一単位とし，研究データのライフサイ

クルを一貫した流れで保有する考え方として

“データマネジメントレコード（ Data 

Management Record：DMR）”がある．DMR は

「研究データ管理の計画および実行の時系列的

な記録であり，更新情報を研究データ管理シス

テムに伝達することで自動的な研究データ管理

支援サービスを研究者に提供することを想定」

した DMP の記録規格であり[6]，本研究では「シ

ステムありきの動作記録・格納データ」ではな

く「データ本位の連携システム群」かつ「複数

の連携サービスにおける自動化・動作記録」と

いうコンセプトを参考に法人文書のデータ管理

を検討した． 

 

 

 
図２ 法人文書を核とする機関内流通情報のライフサイクル 



3  大学法人データ管理構想 

3.1 大学法人データマネジメントレコード 

本構想においては，法人文書を「大学法人デ

ータ」と呼称する．大学法人データの「決裁鑑」

を一単位とし，機関内流通情報のライフサイク

ルを一貫した流れで保持する単位を「大学法人

データマネジメントレコード”（University Data 

Management Record：UDMR）と呼称する．大学

法人データのライフサイクルは大きく変化しな

いが，メタデータによってライセンスを明示し，

機関内における FAIR 原則を満たすため，サイ

ロ化から脱却してデータ本位のワンストップ・

ワンスオンリーへの転換を目指す（図３）． 

 

3.2 ライセンス：UDMRメタデータ 

UMDR のメタデータは決裁鑑が持つ情報に

加え，情報の格付[7]・利用制限等のライセンス

や基盤データとの関連等を示すメタ情報を持ち
[8]，法人文書管理簿を index として流用する．こ

の構想において，法人文書管理者あるいは担当

部署の責任は「大学法人データのライセンスお

よびライフサイクルを保証するもの」と再定義

を行う． 

 

3.3 ワンストップ：UDMRプラットフォーム 

UDMR を前提とする情報環境を考えると，第

一に基盤データである名簿，組織図，財源の各

データベースを整備する必要がある．ライフサ

イクルにおいては「情報の生産段階×データセ

ット」の組み合わせにより適切な環境やツール

が異なるものの，第一段階 Discussion は現状か

ら転換する必要はなく，その合意事項を記録す

る Authorize の例としては「プロジェクト管理ツ

ール／クラウドドキュメント（共同編集）／Git 

+ Markdown」等が考えられる．識別子を用いた

既存のデータベース型業務システム（例：財務

会計システム，旅費システム）を流用すること

も考えられるが，可能であれば名簿等の基盤デ

ータを内包せず連携する設計とし，決裁システ

ムへの流し込みが可能な改修が望ましい．決裁

システムは Authorize データから選定され構造

化されたデータを保持し，UDMR メタデータと

ともに決裁を経て確定情報となる．  

 

3.4 ワンスオンリー：UDMRデータの再利用 

Decision である決裁システムに蓄積された大

学法人データはライセンスに従ってナレッジデ

ータベースへ格納のうえ機関内で再利用される．

第四の基盤データであるナレッジは Discussion

において参照されるほか，統計化のための集

計・編集作業を経て監査や IR のエビデンスデー

タとして利用することが考えられる．あるいは

機関が定めるオープン＆クローズ戦略に基づき

ファクトや統計として機関リポジトリで公開す

る等，ワンスオンリーによって現状の「機関内

流通情報の収集・編纂業務」に対して自動化や

圧縮の示唆，および拡充を提案できることが想

定される． 

 

3.5 UDMRチャットボット 

ナレッジを参照するチャットボットを構築し

た場合，ライセンスが許容する業務情報のすべ

てを内包しているため，これを機関内の問い合

わせ業務に利用することが想定される．構成員

が同じナレッジを共有することは，機関として

の「ビジョン／強み弱み／ノウハウ」等の共通

化を促し，意思決定の迅速化に貢献する．基盤

データベースへの登録や修正を受け付ける機能

を備えることができれば作業時間の削減になる

ほか，チャットボットという形態をとることに

より，多言語対応やアクセシビリティ対応の向

上が期待できる等，多様な応用例が考えられる． 

 

 

 
 

図３ 機関内流通情報のライフサイクルと大学法人データ管理構想

 



4  まとめ 

本研究では法人文書に着目し，機関内流通

情報の管理について「大学法人データ管理」

の構想を述べた．これは研究データ管理にお

ける表現を用いるならば「法人文書への FAIR

原則適用のための転換」であり，「機関事務

組織」が「教育・研究・運営支援業務の最適

化」というテーマで行う実践研究の「研究デ

ータ管理」とも言える．あくまでモデルによ

る検討であり実現への障壁は多いと予想され

るが，「構成員の事務作業の抜本的削減」や「教

育・研究・運営業務における快適なリモート

作業」を実現するために目指すべき要素を含

んでいると考える． 

今後の展望としては，法人文書管理規程に

おける定義や区分が機関により異なること，

3.3 で述べたように「情報の生産段階×データ

セット」の組み合わせにより適切な環境やツ

ールが異なること，あるいは本構想における

ライフサイクルに当てはまらないデータセッ

トの存在が予想されることから，Top 10 FAIR 

Data & Software Things [9]のようにデータセッ

ト毎のガイドラインを整備することで実現性

を高めてゆきたい． 
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